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公共建築物への地域材利用を支援するためのツールの開発について
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研究の背景･目的

研究の内容･成果

今後の
展開

公共建築物への木材利用に際し，事業担当者からは，地域材の調達ルートや資源量，木材
加工ルート等を踏まえた全体スケジュール等について多くの相談が寄せられています。これらの要望を踏まえ，本
研究では，道内の全市町村における公共建築物（公営住宅）への地域材の利用実態や課題等を調査したうえで，木
材流通・設計プロセス等を支援するためのツールを開発しました。

今回開発した2つのツールは，今後，市町村の事業担当者をはじめ，木材供給事業者等に普及する予定で

す。これにより，公共建築物等への地域材利用の促進が期待されます。

「経済波及効果試算ツール」（図3）

Ⅰ 「入力ワークシート」に，建築物に使用する

木質部材（製材・集成材・合板等）の金額を

道産材，移輸入材に分けて入力します。

Ⅱ 「出力ワークシート」に，地域経済への波及

効果（直接効果，第1次間接効果，第2次間

接効果等）の算出結果が表示されます。 入力ワークシート

図3 経済波及効果試算ツール
出力ワークシート

評価地域および道産⽊製品産地の指定

積算資料、⾒積書等を参考とした⽊製品の⽀払い額の⼊⼒
単位：万円

⽊製品⽀払い額 ⽊製品 道産材 移輸⼊材 合計
(＝購⼊者価格) 製材 10.0 10.0 20.0

集成材 10.0 10.0 20.0
合板 10.0 10.0 20.0
建設⽤⽊製品 10.0 10.0 20.0
その他の⽊製品 10.0 10.0 20.0
⽊材チップ 10.0 10.0 20.0
丸太 0.0 0.0 0.0
合計 60.0 60.0 120.0

⽊製品の原材料産地の指定 注) 原材料とは、例えば製材・合板・⽊材チップであれば丸太を、集成材であればラミナ (製材) を指す。

単位：万円
カワハギ後 部⾨分類 道産材 移輸⼊材
(＝⽣産者価格) 製材 7.8 0.0
(＝与件データ) 合板 15.6 0.0

その他の⽊製品 15.1 0.0
⽊材チップ 7.8 0.0
丸太 0.0 0.0
商業 9.1 9.1
運輸 4.6 4.6

60.0 13.7

原材料の産地も評価地域内

⼗勝広域市町村圏
注) 例えば、評価地域を「北海道全体」とした場合は、「道産材⼀般」を⽤いたときの道内の波及効果が推定でき、「渡島広域市
町村圏」とした場合は、「渡島産材」を⽤いたときの渡島地域内の波及効果が推定できる。

地域材を丸太でしか供給できない場合に利⽤
チップ、バーク、ダスト (おが屑) 等チップ製造業の⽣産活動の範囲
薬品処理⽊材 (防腐⼟台等)、上記以外の⽊製品
パーティクルボード、繊維板、床柱等銘⽊品、造作材 (組⽴品含む)
合板
集成材
乾燥材・グリン材を含む板材、ひき割、ひき⾓等製材品全般

⽊製品の具体的製品例⽰等

単位：万円
道産材 輸移⼊材 合計

⽀払い額 60.0 60.0 120.0
直接効果 ⽣産誘発額 60.0 8.3 68.3

粗付加価値誘発額 25.8 5.5 31.3
雇⽤者所得誘発額 16.1 3.4 19.5

第1次間接効果 ⽣産誘発額 30.0 0.2 30.2
粗付加価値誘発額 12.9 0.1 12.9

雇⽤者所得誘発額 5.9 0.0 6.0
第2次間接効果 ⽣産誘発額 0.8 0.1 1.0

粗付加価値誘発額 0.5 0.1 0.6
雇⽤者所得誘発額 0.2 0.0 0.3

合計 ⽣産誘発額 90.8 8.6 99.4
粗付加価値誘発額 39.2 5.6 44.8

雇⽤者所得誘発額 22.2 3.5 25.7
倍率 ⽣産誘発額/⽀払い額 1.51 0.14 0.83

粗付加価値誘発額/⽀払い額 0.65 0.09 0.37
雇⽤者所得誘発額/⽀払い額 0.37 0.06 0.21
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「地域材利用支援ツール」（図2）

Ⅰ メイン画面の地図上の地域（市町村）を指定

すると，指定地域から近隣の事業体が表示

されます。

Ⅱ 近隣の事業体名を選択すると，所在地，電話

番号，生産品目等が表示されます。

Ⅲ 事業体の情報表示内の “製品カタログがあり

ます”を選択すると「北海道産木製品リスト」の

登録製品が表示されます。

Ⅳ メイン画面左側の“工程表の表示”ボタンを選

択すると，使用部材の調達に係る工程表が表

示され，任意の着工年月日を指定することで，

事前準備の開始時期を把握することができます。

Ⅴ メイン画面左側の“部材の指定”ボタンを選択

すると，指定地域で確保できる丸太の本数と

指定地域の資源量に対する使用割合が算出さ

れます。
図2 地域材利用支援ツール

ツールのメイン画面
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工程表の表示画面Ⅳ

製品カタログの表示画面
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必要部材の入力画面
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①アンケート調査による実態把握

公共建築物（公営住宅）に地域材を利用する上での課題等を把握
するため，道内市町村へのアンケート調査を実施しました。

木造公営住宅の建設に関わった担当者に限定した設問 “木造公営
住宅に地域材を使用する際に苦慮した点” に対する回答は，“コス
ト” が最も多く43%，次いで，“材の調達”が26%，“スケジュー
ル調整”が20%でした（図1）。

②地域材利用を支援するためのツールの開発
アンケート調査の結果から抽出された“木造公営住宅に地域材を使用する際に苦慮した点”の上位3項目の

“コスト”，“材の調達”，“スケジュール調整”の課題を解決するためのツールとして，
「地域材利用支援ツール」 および，「経済波及効果試算ツール」を作成しました。
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図1 木造公営住宅に地域材を使用する際に
苦慮した点について


